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１．概要（１ページ以内） 

申請代表学校法人及び大学 

法人番号 281021 学校法人名 学校法人濱名山手学院 

学校コード A01 学校名 関西国際大学 

連携学校法人及び大学 合 計 100 % 

代表校 法人名 学校法人濱名山手学院 大学名 関西国際大学 配分割合 26 % 

連携校① 法人名 学校法人共愛学園 大学名 共愛学園前橋国際大学 配分割合 11 % 

連携校② 法人名 
学校法人宮崎学園 

大学名 
宮崎国際大学 

配分割合 
7 % 

連携校③ 法人名 学校法人宮崎学園 大学名 宮崎学園短期大学 配分割合 6 % 

連携校④ 法人名 学校法人富山国際学園 大学名 富山国際大学 配分割合 13 % 

連携校⑤ 法人名 学校法人札幌国際大学 大学名 札幌国際大学 配分割合 13 % 

連携校⑥ 法人名 学校法人創価大学 大学名 創価大学 配分割合 11 % 

連携校⑦ 法人名 学校法人松商学園 大学名 松本大学 配分割合 13 % 

連携校⑧ 法人名 入力 大学名 入力 配分割合 入力 % 

事業概要等 

事業名 ”スープの冷める距離”連携による教育機能の高度化と経営の効率化 

事業概要 

本事業は、大学等連携推進法人に認定されている一般社団法人学修評価・

教育開発協議会の会員校が地域を越えた戦略的な連携を行うものである。

これにより、少子化・人口減少社会における会員大学の経営課題を共同で

克服し、地域社会にとって必要不可欠な存在としての役割を強化すること

を目指す。教育・人材育成・研究活動の円滑な実施、リソースの共有・効

率化、及び教育機能の高度化を通じて、地域社会の持続的な発展に貢献す

る多様な人材を育成し、イノベーションと地域活性化を促進する。 
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２．事業内容（５ページ以内） 

（１）現状分析・事業目的 

Ⅰ．現状分析 

１.少子化・人口減少社会における大学経営の構造的課題 

 18 歳人口の減少という構造的な外部要因は、全ての大学に共通する最大の経営課題で

ある。事業団等の予測も踏まえれば、大都市圏外に位置する大学の今後の経営環境は一

層厳しくなると予測されている。少子化の影響により志願者数減少は、本連携グループ

においても加盟する全ての大学に共通する最大の経営課題となっている。 

 財務面においては、連携する複数の大学において概ね財務的な健全性が維持されてお

り、多くの大学で負債比率が低く、流動比率も高水準で推移していることから、短期的

な支払能力は良好であるといえる。一方で、学生納付金に対する依存度の高さが共通の

課題となっている。近年、学納金収入の減少や人件費の増加により、人件費比率は

44.2％から 64.8％の範囲で推移しており、一部の大学では全国平均を上回っている。こ

のような状況から、収支の均衡が徐々に崩れつつある大学も見受けられ、赤字傾向にあ

るケースも確認される。中長期的な視点では、財務的な余裕の確保と維持が喫緊の課題

となっている。 

 

２.連携が克服すべき共通の課題と意義 

 個々の大学の規模が中小規模であるため、単独では、県外における知名度不足による

学生募集の課題や、教職員の人的資源の不足、DX 対応の遅れ、新たな教育プログラム開

発に十分な時間を確保できないといった限界に直面している。これは、高度化・複雑化

する大学運営において、各大学が自前で全ての機能を持つことの規模のデメリットを示

唆していると考えており、教職員体制の不均衡、業務負担の偏在、能力開発の機会不足

も共通の内部課題として認識している。 

 このような背景の中、本連携グループは、これまで「一般社団法人学修評価・教育開

発協議会」として、教育改革に対する高い意欲を持つ大学が集まり、学修成果の可視化

や教育方法の開発に熱心に取り組んできた実績を有している。各大学が互いの強みや特

性をリスペクトし、情報交換を通じて自己の立ち位置と強みを深めることで、単独では

解決困難な構造的課題を、連携を通じて克服していくという強い共通認識を有してい

る。 

 

３.会員校の特性と連携による相互補完性  

 本連携グループを構成する大学群は、多様な特性と地域における立ち位置を有してい

る。具体的には、「地域に根ざした教育を理念とし、卒業生の高い地元就職率（80%超）

を強みとする地域連携型大学」（例：共愛学園前橋国際大学、宮崎学園短期大学、富山国

際大学、松本大学）と、「国際交流を活発化させ、外国人留学生の積極的な受け入れやグ

ローバル教育の推進を特色とする大学」（例：関西国際大学、宮崎国際大学、札幌国際大

学、創価大学）という二つのタイプが中心となっており、相互補完的な関係にあるとい

える。 
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地域連携型大学は、AP 事業等により地域経済や人材育成への貢献、自治体・産業界と

の良好な関係構築が評価されており、他方、グローバル教育推進大学では、創価大学が

SGU に採択されるなどの評価を得ている。いずれも学生一人ひとりへの手厚いサポート

体制、教職員の教育への熱意、キャリア支援の充実なども共通の強みである。 

 また、本グループの各大学は、教育改革に対する高い意欲を持ち、学修成果の可視化

や IR（インスティテューショナル・リサーチ）の取り組みに熱心であり、既にこれらの

分野で豊富なノウハウを蓄積している。 

 

Ⅱ．連携事業の目的（将来ビジョン） 

上記の共通課題に基づき、各大学が単独では解決困難な構造的課題を克服し、持続的

な発展を遂げるために、大学間連携を戦略的な手段として位置づけ、以下の目的を掲げ

る。 

 

１.教育機能の高度化と学びの多様化の実現 

 連携大学間での科目の相互開放や共同プログラムの開発、国内留学やオフキャンパス

型プログラムの推進を通じて、学生の学修意欲・満足度を向上させ、より多様で質の高

い教育を提供することを目指す。これにより、学生の主体性、リーダーシップ、プレゼ

ンテーション力、グローバル思考などの非認知能力を育成し、広い視野を育む。特に、

規模のデメリットを克服し、各大学が自前では提供困難な多様な学修機会を学生に提供

することで、教育の質の向上と高付加価値化を図ることを目的とする。 

さらに、教員養成、幼児教育、SDGs やグローバル社会への対応、データサイエンスに

係る知識など社会の要請に応える新たな科目を共同で開設するとともに、IR 研修、FD・

SD 研修の共同開催を通じて、教職員の能力向上と大学改革への意識変革を促進する。 

 

２.学修成果の可視化が各地域での産官学協働の展開に寄与  

 これまで各大学が築いてきた地域連携の実績と知見を共有・発展させ、地域課題解決

に資する人材育成プログラムを強化し、地域経済の活性化とイノベーション創出に貢献

する。中小規模大学が教育方法・評価方法を共同開発することにより、地元への定着を

志向する学生と、海外からの留学生が、地域社会の多様なニーズに対応できる能力を育

成できるよう支援を強化することで、特に人口減少地域における社会の持続可能性を支

える人材を育成する。 

 

３.経営基盤の強化と持続可能性の確保  

 少子化に伴う経営課題に対し、各大学の個別対応の限界を克服し、連携を通じて構造

的な問題解決を図る。人的資源、業務システム、IT プラットフォーム（例：BI ツール

「Tableau」）、施設等の共通化・共有を推進し、教職員の負担軽減と業務効率化を実現す

ることで、コスト削減と経営の安定化を目指す。共同事業を通じて、各大学の経営状態

を可視化し、効率的な運営ノウハウを相互に共有することで、財政面・事務面の負担軽

減と経営力強化につなげる。これにより、中長期的な視点での安定した大学経営基盤を

確立し、持続可能性を担保する。 
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 本事業の最終目標は、これらの連携を着実に推進することで、各大学が抱える経営課

題の克服を図るとともに、地域に不可欠な教育機関としての役割を果たし、地域社会の

活性化やイノベーション創出を通じて、その効果を全国へと広げていくことにある。地

域連携とグローバル教育推進の実績を持つ異なるタイプの大学が、地域を越えて（スー

プの冷める距離で）連携・協働することにより、学生募集の競合しない相手と助け合う

ことで、持続可能な学修成果をそれぞれの地域で発揮できるような地域に必要な大学と

して発展していく。 

（２）連携による機能の共同化・高度化に係る計画 

（２ー１）学校運営面における取組計画 

 本事業を推進する関西国際大学、共愛学園前橋国際大学、宮崎国際大学、富山国際大

学、創価大学、札幌国際大学の設置母体である各学校法人は、令和３年度末に大学等連

携推進法人として認定された一般社団法人学修評価・教育開発協議会（以下「一社協議

会」という）の社員である。 

 令和７年度からは、松本大学および新潟工科大学が新たに参加し、申請時点におい

て、一社協議会は８法人・10 大学・短期大学で構成されている。 

 令和７年６月に開催された一社協議会の社員総会において定款変更が決議され、当該

手続きが完了次第、松本大学および新潟工科大学の設置法人を新たに大学等連携推進法

人の構成員として文部科学省に届け出る予定である。 

 本申請は、一社協議会の構成員を基盤とし、新潟工科大学を除く７法人・７大学・1

短期大学により行うものである。 

 一社協議会は理事会の下部組織として企画調整員会と IR 研究委員会の２委員会を設置

しており、各大学から選出された委員を中心に、それぞれの所掌の運営を行っており、

その事務を、事務機能の共同化、専門人材の共有等を目的として一社協議会が採用した

事務職員が担当している。 

 なお、一社協議会の理事会および社員総会で実施が決定している令和７年度の事業は

以下のとおりである。 

１.企画調整委員会関連 

○連携開設科目・単位互換・国内留学プログラム事業の実施と次年度の準備 

○会員校の学生が参加するオフキャンパス報告会の企画・準備・実施 

○会員校に共通する専門分野に係る FD 研修および専門性の高い教職員養成に係る SD

研修の共同企画・開催 

○SWOT 分析や規模の適正検証の共同実施 

 

２.IR 研究委員会関連 

○言語的思考力テストの共同実施  

  学生が入学時に大学で学ぶために必要な言語運用力と数理分析力を診断するテスト

の実施（実施は任意。各会員校の判断による）。一社協議会からはテスト問題を提供。 

○日本語能力診断テストの共同実施 
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 留学生の日本語能力を診断するテストの開発と実施 

○IR 研修会の実施  

 会員校の IR の取組を強化するため、各大学での IR や評価に関する先進的な取組につ

いて講演していただく。特に、IR データの経営、学修支援や学生支援への活用など、

様々な活用方法や個人情報の取り扱いへの対応について学ぶ。 

（２－２）教学面における取組計画 

ア 連携した教育の提供 

 一社協議会では、連携開設科目を 20 単位開設している。加えて、単位互換制度も設け

ており、教育課程を共通化することにより、効率的な教育課程の運営に取り組んでい

る。 

 また、令和７年度より、新たに新潟工科大学と松本大学が一社協議会の会員校となっ

た。社員総会を経て定款の変更を行うとともに、連携等推進法人の社員変更の届出を行

うべく準備中である。 

 一社協議会に加盟している大学（会員校）では、各々が所在する地域における様々な

社会ニーズや地域課題を教育プログラムのケースとして取り上げることにより、社会ニ

ーズや課題解決に対応できる人材の養成に取り組んでいる。一社協議会では、会員校間

のそれぞれの強みや特色、教育資源等を活かした相互補完などにより、教育内容や質の

向上を図りつつ、多様な連携開設科目を整備してきたところである。 

 特に、教員養成、幼児教育、SDGs やグローバル社会への対応、データサイエンスに係

る知識など社会の要請に応える新たな科目を開設している。 

 大学等連携推進法人の認定により可能となった、教学上の特例措置及び連携大学の教

育資源の活用などを推進し、さらに質の高い多様な教育を連携して実施するため、各会

員校の教育資源を活用した共同教育課程の編成の整備に係る取組を推進している。 

 また、地域の課題解決に向け、会員校の学生チームが、ボランティアやサービスラー

ニング等の教室外での経験に基づいた学びについて発表し、それぞれの取組みに対し

て、意見交換を行う機会を設け、活動の課題や、取組のさらなるステップアップや充実

のためにどのようなことができるかなどについて、お互いにメタ的な視点で意見交換を

行う機会を設けており、学生に対して地域志向の醸成を図る取組を推進している。 

 これらの取組を通して地域社会や地域経済の活性化及び持続的発展に貢献できる人材

や未来の社会を切り拓くグローバルに活躍する人材を養成するとともに、地域のイノベ

ーションの進展を図る取組を実施している。 

さらに、一社協議会に加盟する会員校の特色ある公開講座を他の会員校に開放し、教

職員・学生の参加促進を図る。各校の強みを共有し、学びの多様化とリカレント教育の

質向上に貢献することを目指す。 

 

イ  教学管理体制 

 一社協議会の事務局は関西国際大学内に置かれ、上記事業にかかる事務の全般を担当

し、共通業務の効率化を図っている。 
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 一社協議会では、その趣旨に賛同いただける学校法人の新規参加を推進してきた。そ

の結果、令和６年度に２法人（２大学）、令和７年度より２法人（２大学）が加盟してお

り、現在も新規参加大学の受け入れを推進している。 

（３）連携事業による経営効率化への寄与 

 本連携事業は、一社協議会のスキームを活用し、多岐にわたる側面から各連携大学の

経営効率化と機能高度化に寄与する。 

１.コスト削減と財政負担の軽減  

連携による具体的なコスト削減策は以下の通り。 

○人件費等の効率化: 

   連携開設科目のオンデマンドでの実施を推進することで、科目の共通化が促進さ

れ、各連携大学における非常勤講師等の人件費削減が期待される。 

○運営費・事務コストの削減: 

FD・SD 研修会や IR 研修会を会員校で共同企画・開催することにより、学部の専門

識者の招へいを共通で行うことができ、各会員校の謝金負担および企画準備負担を軽

減する。オフキャンパス報告会の共同実施においては、一社協議会が雇用する職員が

事務を担当し、会員校の施設設備を共用利用することで、プログラムの運営および事

務コストの削減を図る。さらに、教育または研究に係る学内施設設備の共用化によ

り、コスト削減を図る。データ分析システム（BI ツール「Tableau」等）の共同運用

により、システム導入・維持管理コストの削減と効率的な運用を実現する。 

 

２.成果の測定方法および評価体制 

連携事業による学校運営機能の高度化や経営効率化への寄与を具体的に測定し、その

実効性を担保するため、以下の成果測定および評価体制を構築する。 

まず、事業の成果については、毎年度、事業報告書を作成し、決算等も含めて、一社

協議会の理事会および社員総会にて、自己点検評価を実施する。 

さらに、本事業を含めた一社協議会の事業活動全体について、将来的には産業界等か

らの外部評価を受ける仕組みを整備する。この外部評価により、事業の客観性と透明性

を高め、経営効率化への寄与を第三者の視点から検証し、より質の高い連携事業の推進

を図る。これらの評価サイクルを通じて、持続的かつ効果的な経営改革を実現する。 
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３．達成目標（３ページ以内） 

達成目標 

①経営効率化指標

（ⅰ） 

計画中間年度時点 

（ 令和８年度 ） 

達成目標 6 科目 

 

計画完了年度時点 

（ 令和10年度 ） 

達成目標 10 科目 

 

オンデマンド科

目の拡充 

達成目標の考え方 

令和７年度は、連携開設科目として計 10 科目（20 単位）の開設に加え、単位互換科目

として計 6 科目(12 単位の開設を行ってきた(開講予定科目含む)ところである。授業は原

則としてオンラインで実施されるが、会員校が多い（８法人 10 大学）ことと、会員校間

の立地や学年暦、履修登録期間等の違いなどから学生が他の会員校で開設している科目を

リアルタイムオンラインで履修することが難しい状況が生じている。 

 これらを解消する取り組みとして、科目のオンデマンドでの実施を推進する。これによ

り、連携開設科目の利用がされに促進され、科目の共通化を行うことで、各会員校におけ

る非常勤講師等の人件費等の削減が期待できる。 

①経営効率化指標 

（ⅱ） 

計画中間年度時点 

（ 令和８年度 ） 

達成目標 4 法人 

 

計画完了年度時点 

（ 令和10年度 ） 

達成目標 8 法人 

 

IR 研修会の実施 

達成目標の考え方 

一社協議会にて継続して実施しているIR研修会であるが、各大学の特徴的な取り組みを

会員校間で共有し、そこで得た学生支援の手法やデータ活用等を、各々の会員校の施策や

経営改善に反映することを目的に、継続して実施する。計画完了時には、全法人からの事

例発表を行うことを目指す。 

①経営効率化指標 

（ⅲ） 

計画中間年度時点 

（ 令和８年度 ） 

達成目標 6 

グルー

プ 

 

計画完了年度時点 

（ 令和10年度 ） 

達成目標 8 

グルー

プ 

 

オフキャンパス

プログラムの共

同実施 

達成目標の考え方 

オフキャンパスの経験と成果、課題について、会員校の学生の代表による報告とともに

意見交換を行う。 

プログラムは対面及びオンラインで開催される。オンラインでの併用することで、会員

校が参加しやすい環境を整える。一社協議会で雇用している職員が事務担当を行い、効率

化を図るとともに、会員校の学内の施設設備を共用し利用する。これらを行うことによ

り、プログラムの運営及び事務コストの削減を行う。 

①経営効率化指標 

（ⅳ） 

計画中間年度時点 

（ 令和８年度 ） 

計画完了年度時点 

（ 令和10年度 ） 
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日本語能力診断

テストの共同開

発 

達成目標 5 法人 

 

達成目標 7 法人 

 

達成目標の考え方 

留学生の日本語能力の早期把握をはかるため、2025 年度より、日本語能力診断テストを

CBT にて実施する。これにより、留学生の日本語能力の早期の把握が可能となり、入学前

から入学直後において、在籍大学で適切なサポートを受けることができる体制を整える。 

各会員校での実施データについては、一社協議会で BI ツール「Tableau」を導入予定で

あり、一社協議会全体及び会員校ごとの分析を行うことができる体制を整え、留学生の受

け入れを行っている一社協議会に加盟する全会員校において活用することを目指す。 

②独自指標 

（定量指標ⅰ） 

計画中間年度時点 

（ 令和８年度 ） 

達成目標 5 人 

 

計画完了年度時点 

（ 令和10年度 ） 

達成目標 8 人 

 

国内留学事業 

達成目標の考え方 

単位互換協定に基づき、会員校間の学生交流を推進し、地域を越えた連携によって学生

の学びがより深いものになるよう、会員校間での国内留学プログラムの実施を促進する。 

 単位互換科目に加え、オンライン授業を活用することや交換留学先の会員校において開

講される科目を相互に連携開設科目として設定することで、学生が交換留学先の会員校で

の学びを行えるとともに、自大学の学びを継続できる仕組みを推進する。 

②独自指標 

（定量指標ⅱ） 

計画中間年度時点 

（ 中間年度に応じた時点 ） 

達成目標 入力 単位 

 

計画完了年度時点 

（ 完了年度に応じた時点 ） 

達成目標 入力 単位 

 

設定指標 

達成目標の考え方 

ここをクリックして入力 

③独自指標 

（定性指標ⅰ） 

計画中間年度時点（ 中間年度に応じた時点 ） 

達成目標 達成目標を記載 

 

設定指標 

計画完了年度時点（ 完了年度に応じた時点 ） 

達成目標 達成目標を記載 

 

達成目標の考え方 

ここをクリックして入力 

③独自指標 

（定性指標ⅱ） 

計画中間年度時点（ 中間年度に応じた時点 ） 

達成目標 達成目標を記載 

 

設定指標 

計画完了年度時点（ 完了年度に応じた時点 ） 

達成目標 達成目標を記載 
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達成目標の考え方 

ここをクリックして入力 
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４．事業実施体制（１ページ以内） 

 本連携事業では、会員校による教育・人材育成・研究・運営に関する事業を推進する。

具体的には、すでに令和３年度末に大学等連携推進法人として認可されている一社協議会

のスキームを活用し、連携大学の教育教育資源並びに経営資源を補完的に利用し、効率化

を図る。具体的には次の４つの取組を推進する。 

①連携開設科目の内容充実（オンデマンド化） 

 コロナ下において、オンデマンド授業での授業展開を実施し実績のある共愛学園前橋国

際大学の事例を参考に各会員校において連携開設科目をオンデマンドでの提供を行う。 

②ＩＲ研修会・ＦＤ研修会の開催 

 各大学の特徴的な取り組みを会員校間で共有し、そこで得た学生支援の手法やデータ活

用等を、各々の大学の施策や経営改善に反映することを目的に、継続して実施する。 

 研修会のテーマは、一社協議会の理事会、社員総会において調整され、各大学から選出

された一社協議会の企画調整員会が中心となり、運営される。 

③オフキャンパス報告会の共同実施 

 オフキャンパスでの経験と成果、課題について、会員校の学生の代表による報告ととも

に意見交換を行う。 

 オフキャンパス報告会は対面及びオンラインで開催されるが、会場を会員校の学内の施

設設備を共用し利用する。これらを行うことにより、プログラムの運営及び事務コストの

削減を行う。 

④国内留学プログラムの実施 

 単位互換協定に基づき、会員校間の学生交流を推進し、地域を越えた連携によって学生

の学びがより深いものになるよう、会員校間での国内留学プログラムの実施を促進する。 

 

以上の４つの取組については、一社協議会の理事会、社員総会において、毎年度制定され

る事業計画を定めており、その中で会員校間での調整が行われる。プログラムの実施や調

整は、理事会の下に設置された、企画調整員会及びＩＲ研究委員会にて、各会員校から選

出された委員が中心となり、各プログラムの運営を行う。 

 また、これらに関する事務作業については、一社協議会が雇用した事務職員によって処

理を行い、効率化を図っている。 

 自己点検評価については、毎年度、事業報告書を作成し、決算等も含めて、理事会、社

員総会にて報告を行っている。今後、本事業を含め、一社協議会の事業活動全体につい

て、産業界等からの外部評価を受ける仕組みの整備を計画している。 
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５．年次計画（２ページ以内） 

令和７年度 

目

標

 

連携開設科目の設定 

科目オンデマンド化に向けた研修等の実施 

連携開設科目のオンデマンドでの実施数４科目 

今年度連携開設科目の実施及び次年度連携開設科目の検討 

オフキャンパス報告会の実施 

国内留学プログラムの実施 

日本語能力診断テストの内容システムの改善・調整 

実

施

計

画

 

１ 昨年度末に一社協議会理事会において審議決定した前年度事業報告・決算をも

とに、一社協議会理事会において今年度の事業計画・予算案の策定 

２ 社員総会にて報告 

３ 事業計画の実行（企画調整委員会） 

４ 企画調整員会にて、連携開設科目、オフキャンパス報告会、ＩＲ研修会、国内

留学プログラムの企画・実施 

５ 一社協議会理事会において、事業報告案、決算案を審議 決定 

６ 日本語能力診断テストの結果を「Tableau」を利用し、一社協議会全体および会

員校ごとの分析が可能な体制を構築   

令和８年度 

目

標

 

連携開設科目の設定 

科目オンデマンド化に向けた研修等の実施 

連携開設科目のオンデマンドでの実施数６科目 

今年度連携開設科目の実施及び次年度連携開設科目の検討 

オフキャンパス報告会の実施 

国内留学プログラムの実施 

日本語能力診断テストの問題数の増加 

実

施

計

画

 

１ 昨年度末に一社協議会理事会において審議決定した前年度事業報告・決算をも

とに、一社協議会理事会において今年度の事業計画・予算案の策定 

２ 社員総会にて報告 

３ 事業計画の実行（企画調整委員会） 

４ 企画調整員会にて、連携開設科目、オフキャンパス報告会、ＩＲ研修会、国内

留学プログラムの企画・実施 

５ 一社協議会理事会において、事業報告案、決算案を審議 決定 

６ 日本語能力診断テストの問題の量産化をすすめ、継続的な実施に対応できる体

制を確立する。   

令和９年度 
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目

標

 

連携開設科目の設定 

科目オンデマンド化に向けた研修等の実施 

連携開設科目のオンデマンドでの実施数８科目 

今年度連携開設科目の実施及び次年度連携開設科目の検討 

オフキャンパス報告会の実施 

国内留学プログラムの実施 

日本語能力診断テストの実施と問題数の増加 

実

施

計

画

 

１ 昨年度末に一社協議会理事会において審議決定した前年度事業報告・決算をも

とに、一社協議会理事会において今年度の事業計画・予算案の策定 

２ 社員総会にて報告 

３ 事業計画の実行（企画調整委員会） 

４ 企画調整員会にて、連携開設科目、オフキャンパス報告会、ＩＲ研修会、国内

留学プログラムの企画・実施 

５ 一社協議会理事会において、事業報告案、決算案を審議 決定 

６ 日本語能力診断テストの実施と Tableau の活用を継続 

本補助金を活用して運用する Tableau については、会員校からの協賛金等を用いて

運用する形へ移行する。 

令和１０年度 

目

標

 

連携開設科目の設定 

科目オンデマンド化に向けた研修等の実施 

連携開設科目のオンデマンドでの実施数 10 科目 

今年度連携開設科目の実施及び次年度連携開設科目の検討 

オフキャンパス報告会の実施 

国内留学プログラムの実施と日本語能力診断テストの問題数の増加 

実

施

計

画

 
１ 昨年度末に一社協議会理事会において審議決定した前年度事業報告・決算をも

とに、一社協議会理事会において今年度の事業計画・予算案の策定。 

２ 社員総会にて報告 

３ 事業計画の実行（企画調整委員会） 

４ 企画調整員会にて、連携開設科目、オフキャンパス報告会、ＩＲ研修会、国内

留学プログラムの企画・実施 

５ 一社協議会理事会において、事業報告案、決算案を審議 決定 

６ 日本語能力診断テストの実施と Tableau の活用を継続 

会員校からの協賛金等を用い Tableau を継続活用する。 

令和１１年度以降 

実

施

計

画 

これら事業は、すでに一社協議会のスキームを活用し、実施している事業であるた

め、継続して事業に当たることについて、特に支障はない。 

うち、本補助金を活用することにより導入した Tableau については、一社協議会の

各会員校の協賛金を活用することで、維持管理し活用を継続する予定である。 
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６．他の事業内容との関連（該当する場合のみ：１ページ以内） 

事業内容の整理 

ここをクリックして入力 
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